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５ 解散をする場合 

ＮＰＯ法人は、次の事由により解散します。 

〔解散事由〕 

(1) 社員総会の決議 (5) 合併 

(2) 定款で定めた解散事由の発生 (6) 破産手続開始の決定 

(3) 目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能 (7) 設立の認証の取消し 

(4) 社員の欠亡（ひとりもいなくなること）  

 

【 社員総会の決議により解散する場合の手続の流れ 】 

① 社員総会の開催 （１１２ページの議事録例を参照） 

・ＮＰＯ法人の解散について意思決定をします。 

・残余財産の処分方法について決定します。 

・清算人を選任します。（原則として理事が清算人に就任します。総会でその他の者を選任するこ

とも可能です。） 

② 解散の登記〔法務局〕 

・清算人は、法務局にＮＰＯ法人の解散と清算人を登記します。（主たる事務所所在地は２週間以

内に登記が必要です。併せて清算人の印鑑を登記します。） 

・解散の登記をした時点で、ＮＰＯ法人は「清算法人」となり、清算の範囲内で存続することとな

ります。 

③ 解散届出書の提出〔河内長野市〕 

・清算人は、河内長野市長へ「解散届出書」を提出します。（添付書類：解散及び清算人の登記を

したことを証する登記事項証明書）（１１４ページを参照） 

④ 解散公告 

・清算人は、就職の日から遅滞なく公告を行い、債権者に一定の期間内に請求の申し出を催促しま

す。（公告は、ＮＰＯ法の規定により「官報」で行うこととされていますが、定款に、官報以外

の方法を併せて行う規定を置いている場合にあっては（ア）解散した場合に清算人が債権者に対

して行う公告及び（イ）清算人が清算法人について破産手続開始の申立を行った旨の公告につい

ては、定款に定められた公告方法に加え、官報に掲載して行う必要があります。） 

⑤ 清算の結了 

・清算人は、定款に残余財産の帰属先の定めがない場合、「残余財産譲渡認証申請書」を河内長野

市長に提出します。（１１７ページを参照） 

・清算人は、債権者に債務の支払等を行い、残余財産を帰属先に引き渡します。 

・清算人は、法務局に清算結了の登記をします。（法人格の消滅） 

⑥  清算結了届出書の提出〔河内長野市〕 

・清算人は、河内長野市長に「清算結了届出書」を提出します。（添付書類：清算結了の登記をし

たことを証する登記事項証明書）（１１５ページを参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

官報について 

官報は「法令の公布紙・国の広報誌」として明治１６年７月２日に創刊された全国紙です。 

ＮＰＯ法では、解散の公告は官報で行うことと規定されています。 

公告の方法や料金については、官報販売所にお問い合わせください。 

 

大阪地区官報販売所 （株）かんぽう 大阪市西区江戸堀1-2-14 ＜肥後橋駅５号Ａ出口前＞ 

                    ℡ 06-6443-2171 

                  大阪市中央区谷町２－８－１大手前Ｍ２ビル６階 

                    ℡ 06-6942-2174 
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【 解散総会の議事録 様式例 】 

 
特定非営利活動法人○○○○○○総会議事録 

 
 
 
 
 

 
 

                                                     
１．日    時：    年    月    日    時    分から    時    分まで 
 
２．場    所： 
 
３．出席正会員数：       名（うち委任状出席者数   名） 正会員総数     名 
 
 
 
４．議長の選任 

特定非営利活動法人○○○○○○の総会において、上記のとおりの者が出席した。理事長○○○○は、本日の総会
は正会員総数の○分の○以上の出席があったので、有効に成立した旨を告げ、開会を宣言した。 
議長を選出すべく、全員で互選したところ○○○○が選ばれ、本人はこれを承諾し、議長席に着き、○○時○○分 

特定非営利活動法人○○○○○○の総会の開会を宣言し、議事に入った。 
 
５．議  事 
第１号議案 解散の件 
 議長は、特定非営利活動法人○○○○○○の解散について全員に諮ったところ、全員異議なくこれを承認し、本案
は可決された。 
 
第２号議案 残余財産の処分の件 
 議長は、残余財産○○○○円に関し、△△△△に譲渡することについて全員に諮ったところ、全員異議なくこれを
承認し、本案は可決された。 
 
第３号議案 清算人の選任の件 
 議長は、清算人の選任について諮ったところ、満場一致で次の者を選任した。なお、被選任者はその就任を承諾し
た。 
  清算人 ○○○○ 
 
第４号議案 議事録署名人の選任の件 
 議事録署名人について、議長から本日出席の○○○○と○○○○の２名を指名したところ、全員異議なく承認し、
本案は可決された。 
 
 議長は、以上をもって特定非営利活動法人○○○○○○の総会に関するすべての議事を終了した旨を述べ、閉会を
宣した。（○○時○○分） 
 
 
 
以上の議事の要領及び結果を明確にするため、議長並びに議事録署名人は、次に署名をする。 
 
   
      年   月   日 

 
 
                                                                              
議     長           
議事録署名人           
議事録署名人           
 
 

 

解散総会議事録は河内長野市への提出は不要ですが、法務

局（登記所）への解散登記申請の際には添付が必要です。 

定款に規定された定足数が必要です。 
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【法務局】 【河内長野市】 

清算法人 

【法務局】 【河内長野市】 

(1)解散届 

法人が、〔解散事由〕の(1)、(2)、(4)、(6)により解散した場合は、清算人は、河内長野市長に届

出を行う必要があります。 

〔必要な書類〕 

順番 書類の名称 ペ－ジ 部 数 ﾁｪｯｸ 

1 
特定非営利活動法人解散届出書 

（様式第9号（第10条関係）） 
１ １ ４ １ 部  

2 
解散及び清算人の登記をしたことを証する登記事項証明書 
                       （原本） 

 １ 部  

〔手続の流れ〕 
                           (1)社員総会の決議 
                           (2)定款で定めた解散事由の発生 
                           (4)社員の欠亡 
                           (6)破産手続開始の決定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           清算人は、遅滞なく公告を１回、官報に掲載

し、債権者に一定の期間内に債権の申出を催

促します。 

 

 

 

 

 

 

 

解散の登記 
 
 

 

解 散 届 
 
 

 

清算の結了・登記 
 
 

 

解 散 事 由 の 発 生 
 
 

 

清算結了届 
 
 

公告 
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【 様式第9号（第10条関係） 】 ※Ａ４の大きさの用紙で提出してください。 

 

特定非営利活動法人解散届出書 
 

                          年   月   日  

   河 内 長 野 市 長  様  

          

特 定 非 営 利 活 動 法 人 の 名 称  

清 算 人  住            所  

ふ り が な 

氏            名          

電  話  番  号      （        ） 

  

特 定 非 営 利 活 動 法 人 を 解 散 し た の で 、 特 定 非 営 利 活 動 促 進 法 第 31 条 第 ４

項 の 規 定 に よ り 、 次 の と お り 届 出 を し ま す 。  

解 散 し た 特 定 非

営 利 活 動 法 人 の

主 た る 事 務 所 の 

所 在 地 

 

解 散 の 事 由 特定非営利活動促進法第 31 条第 1 項第   号による解散 

 解 散 の 理 由 

 及 び 経 緯 

 

 

 

 

 残 余 財 産 の 

 処 分 方 法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 添 付 書 類 解散及び清算人の登記をしたことを証する登記事項証明書 

 

備 考 
下 線 部 に は 、 解 散 事 由 に 応 じ て 1、 2、 4 又 は 6 を 記 入

す る こ と 。  

解散の事由を記載してください。 
1号 社員総会の決議 
2号 定款で定めた解散事由の発生 
4号 社員の欠亡 
6号 破産手続開始の決定 

解散の理由及び経緯について具体的に記載してください。 

・定款に定めがある場合は、「他のＮＰＯ法人」「国又は地方公共
団体」「公益社団・公益財団法人」「学校法人」「社会福祉法
人」「更生保護法人」のうち定款に定めた者に帰属します。 

・また、定款に定めがない場合は、河内長野市長の認証を得ること
で、国又は地方公共団体に帰属させることができます。 

・上記以外の場合は、国庫に帰属します。 

清算人の住所・氏名を

記載してください。 

１部提出 
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(2) 清算結了届 

清算人は、清算結了後に、登記事項証明書を添えて、河内長野市長に届出を行う必要があります。 

〔必要な書類〕 

順番 書類の名称 ペ－ジ 部 数 ﾁｪｯｸ 

1 
特定非営利活動法人清算結了届出書 

（様式第13号（第14条関係）） 
１ １ ５ １ 部  

2 
当該届出に係る特定非営利活動法人の清算結了の登記をした

ことを証する登記事項証明書（原本） 
 １ 部  

 

【 様式第13号（第14条関係） 】 ※Ａ４の大きさの用紙で提出してください。 

 

特定非営利活動法人清算結了届出書 
 

 

                                             年   月   日 

 

河 内 長 野 市 長 様 

 

                      

                     

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 

特定非営利活動法人の名称 

清算人 住          所 

     ふ  り  が  な 

      氏          名                  

        電  話  番  号       （        ）        

 

 

 

 

 

特定非営利活動法人          の清算が結了したので、特定非営利活動促進法第

32条の3の規定により、届出をします。 

 

 

 

 

   （添付書類） 

       当該届出に係る特定非営利活動法人の清算結了の登記をしたことを証する登記事項証明書 

 

 

 

   （備  考） 

       下線部には、法人名を記入すること。 

 
 
 
 
 

清算人の住所・氏名を

記載してください。 

特定非営利活動法人○○○○と

記載する。 

１部提出 
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 (3) 解散認定申請 

ＮＰＯ法人が、「目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能」により解散しようとする場

合は、河内長野市長の認定を受けなければなりません。これは、法人の活動目的である事業の成功が

確定的に不可能となった場合、当該法人が存続している意味はなくなりますが、事業の成功が不能で

あるか否かについては不明確な場合があり得ることから所轄庁による認定が必要とされているためで

す。 

〔必要な書類〕 

順番 書類の名称 ページ 部 数 ﾁｪｯｸ 

1 
特定非営利活動法人解散認定申請書 

（様式第8号（第9条関係）） 
１ １ ６ １ 部  

2 
特定非営利活動法人の目的とする特定非営利活動に係る事業
の成功の不能を証する書類 

 １ 部  

 

【 様式第8号（第9条関係） 】 ※Ａ４の大きさの用紙で提出してください。 

 

特定非営利活動法人解散認定申請書  

                          年   月   日  

   河 内 長 野 市 長   様  

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 
特定非営利活動法人の名称 
ふ り が な 
代 表 者 の 氏 名                  
主たる事務所の電話番号      （         ）               

特 定 非 営 利 活 動 法 人 を 解 散 す る こ と に つ い て 、 特 定 非 営 利 活 動 促 進 法 第
31 条 第 2 項 の 認 定 を 受 け た い の で 、 次 の と お り 申 請 し ま す 。  

事 業 の 成 功 の 不 
能 と な る に 至 っ 
た 理 由 及 び 経 緯 

 

残 余 財 産 の 
処 分 方 法 

 
 
 
 
 
 
 

添 付 書 類 
特定非営利活動法人の目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の
不能を証する書面 

 

 

 

事業の成功が不能となるに至った理由及び経緯について具体的に記載 

してください。 

・定款に定めがある場合は、「他のＮＰＯ法人」「国又は地方公共団
体」「公益社団・公益財団法人」「学校法人」「社会福祉法人」「更
生保護法人」のうち定款に定めた者に帰属します。 

・また、定款に定めがない場合は、河内長野市長の認証を得ることで、
国又は地方公共団体に帰属させることができます。 

・上記以外の場合は、国庫に帰属します。 

定款で規定した正式名称を記載

してください。例：特定非営利活

動法人○○、ＮＰＯ法人○○ 等 

１部提出 
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(4) 残余財産の譲渡の認証 

解散したＮＰＯ法人の残余財産の帰属先について、定款に定めがない場合は、国又は地方公共団体

に譲渡する場合を除き、国庫に帰属します。 

国又は地方公共団体に譲渡しようとする場合は、河内長野市長に認証申請を行い、認証を受ける必

要があります。 

残余財産の帰属先について定款に定めがなく、ＮＰＯ法に定める他の法人へ譲渡しようとする場合

は、解散前に社員総会を開催し、定款に具体的な帰属先を明記するための定款変更認証申請を行う必

要があります。 

〔必要な書類〕 

順番 書類の名称 ペ－ジ 部 数 ﾁｪｯｸ 

1 
特定非営利活動法人残余財産譲渡認証申請書 

（様式第10号（第11条関係）） 
１ １ ７ １ 部  

 
【 様式第10号（第11条関係） 】 ※Ａ４の大きさの用紙で提出してください。 

 

特定非営利活動法人残余財産譲渡認証申請書 
 

                          年   月   日  

 

   河 内 長 野 市 長   様  

 

特 定 非 営 利 活 動 法 人 の 名 称  

清 算 人  住           所  

        ふ  り  が  な 

        氏          名            

    電  話  番  号       （        ）             

解散した特定非営利活動法人の残余財産を譲渡することについて、特定非営利活動促進法 32 条

第 2項の認証を受けたいので、次のとおり申請します。 

解 散 し た 特 定 非
営 利 活 動 法 人 の
主 た る 事 務 所 の
所 在 地 

 

譲 渡 す べ き 
残 余 財 産 

 

残 余 財 産 の 
譲 渡 を 受 け る 者 

 

上 記 の 譲 渡 を 
受 け る 者 を 決 
定 し た 理 由 

 

 

 

 

 

 

譲渡を受ける者の欄には、国又は地方公共団体の名称を記載してください。 

なお、譲渡を受ける者が複数ある場合には、各別に譲渡する財産を記載してく

ださい。 

上記の譲渡を受ける者を決定した理由を具体的に記載してください。 

清算人の住所・氏名を

記載してください。 

１部提出 
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 (５) 清算人の就職届 

清算人が変更した場合など、ＮＰＯ法人の清算中に清算人が就職した場合は、登記事項証明書を添

えて、河内長野市長に届出を行う必要があります。 

〔必要な書類〕 

順番 書類の名称 ペ－ジ 部 数 ﾁｪｯｸ 

1 
特定非営利活動法人清算人就職届出書 

（様式第12号（第13条関係）） 
１ １ ８ １ 部  

2 就職した清算人の登記をしたことを証する登記事項証明書  １ 部  

 

【 様式第12号（第13条関係） 】※Ａ４の大きさの用紙で提出してください。 
  

特定非営利活動法人清算人就職 届出書  
 

                         年   月   日  

 

   河 内 長 野 市 長   様  

 

                  

 特 定 非 営 利 活 動 法 人 の 名 称  

               清 算 人  住         所 

                      ふ  り  が  な 

                       氏          名       

                           電  話  番  号      （        ）             

  

特 定 非 営 利 活 動 法 人 の 清 算 人 が 就 職 し た の で 、 特 定 非 営 利 活 動 促 進 法 第

31 条 の 8 の 規 定 に よ り 、 次 の と お り 届 出 を し ま す 。  

 

 清 算 中 の 特 定 非  

 営 利 活 動 法 人 の  

 主 た る 事 務 所 の  

 所 在 地 

 

就 職 し た 清 算 人 の 

ふ り が な 

氏 名 

 

住        所 
就 職 

年 月 日 

   

   

   

   

添 付 書 類 就 職 し た 清 算 人 の 登 記 を し た こ と を 証 す る 登 記 事 項 証 明 書  

清算人の住所・氏名を記載し

てください。 

１部提出 
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６ 合併をする場合 

ＮＰＯ法人は、社員総会の決議により、他のＮＰＯ法人と合併することができます(法33)。 

ＮＰＯ法人が合併する場合は、合併後のＮＰＯ法人の事務所の所在する都道府県知事の認証を受けなけ

ればなりません。（２つ以上の都道府県に事務所を設置する法人で、主たる事務所が大阪府内の所轄庁は、

大阪府知事となります。） 

河内長野市長の認証を受けるときは、合併により設立する又は合併により存続するＮＰＯ法人の主たる

事務所が河内長野市内である場合に限られます。合併の認証に伴う手続については、原則として設立認証

手続に準じて行います。 

なお認定、特例認定ＮＰＯ法人と合併する場合は認定、特例認定ＮＰＯ法人の手引を参照してください。 

〔手続の流れ〕 

 

  

 

 

            （１２０ページ参照） 

     

      【河内長野市】 

   申請のあった旨の公表と２週間の申請書の縦覧を行います。 

       原則として、申請書を受理した日から縦覧期間の２週間経過後、２カ月以内に認証・不

認証の決定を行います。 

          

 

 

    【河内長野市】 【ＮＰＯ法人】 

                         

                         

 

 

     【ＮＰＯ法人】 

 

 

    

 

 

 

 

 

  【法務局】      【河内長野市】           

 

合併認証申請 

 

 

 合併前の各ＮＰＯ法人の社員総会決議 

 

 

原則として、債権者に対し、これを弁済するか、若しくは相当の

担保を供する又は弁済を目的として信託会社等に財産を信託しなけ

ればなりません。 

 

 

財産目録及び貸借対照表 

の備え置き 

 

 

合併認証決定 

 

 

公告 

 

 

合併の登記 

 

なし 

 

登記完了届 

 

あり 異議の申立 

認証の通知があった日から、２週間以内に債権者が異議

を申し立てる期間（２か月以上）を公告等することが必

要です。 

 

認証の通知があった日から、２週間以内に作成し、債権者

の異議申し立て期間満了まで備え置きます。 

す。 
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【 様式第11号（第12条関係） 】 ※Ａ４の大きさの用紙で提出してください。 
 

特定非営利活動法人合併認証申請書   

                                    年  月  日  

   河 内 長 野 市 長  様 

 

申請者   合併の認証を受けようとする  

           特定非営利活動法人の名称                 

            ふ り が な 

           代 表 者 の 氏 名                               

           主たる事務所の所在地                  

 

           合併の認証を受けようとする  

           特定非営利活動法人の名称                 

            ふ り が な 

           代 表 者 の 氏 名                               

           主たる事務所の所在地                  

 

特定非営利活動法人の合併の認証を受けたいので、特定非営利活動促進法第 34 条第 4 項の規定

により、次のとおり申請します。 

合 併 に よ り 存 続 

し 、 又 は 合 併 に 

よ り 設 立 す る 特 

定 非 営 利 活 動 法 

人 に 係 る 事 項 

名 称 
 

 

代 表 者 の 氏 名 
 

 

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 
 

 

そ の 他 の 事 務 所 の 所 在 地 
 

 

定 款 に 記 載 さ れ た 目 的 

 

 

 

 

添  付  書  類 
 

1 合併の議決をした社員総会の議事録の謄本（1部） 
(次の書類は、合併により存続し、又は合併により設立する特定非営利活動
法人に係るものを添付すること。) 

2 定款（2部） 
3 役員名簿(役員の氏名及び住所又は居所並びに各役員についての報酬の有
無を記載した名簿)（2部） 

4 各役員が法第20条各号に該当しないこと及び法第21条の規定に違反しな
いことを誓約し、並びに就任を承諾する書面の謄本（1部） 

5 各役員の住所又は居所を証する書面（1部） 
6 社員のうち10人以上の者の氏名(法人にあっては、その名称及び代表者の
氏名)及び住所又は居所を記載した書面（1部） 

7 法第2条第2項第2号及び法第12条第1項第3号に該当することを確認したこ
とを示す書面（1部） 

8 合併趣旨書（2部） 
9 合併当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書（2部） 
10 合併当初の事業年度及び翌事業年度の活動予算書（2部） 
 (備考) 法とは、特定非営利活動促進法をいう。 

【 その他 】 

① 添付書類のうち、「合併の議決をした社員総会の議事録の謄本」は、合併前の各ＮＰＯ法人に関する

ものとなります。それ以外の書類は、合併後のＮＰＯ法人に関する書類となります。 

② その他、添付書類等については設立認証申請を参照してください。 

合併する前の法人の連名で 

申請してください。 

その他の事務所がない場合は、空欄のま

まとしてください。 

定款の目的（定款例では第３条）を省

略せずに全文記載してください。 

例：この法人は、……を目的とする。 

１部提出 
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７ 法人の認知度を高め、寄附金を集めやすくする方法 

  ＮＰＯ法人として、認知度を高めることは、法人の目的達成に向けた重要な事項であり、認知度向上 

による寄附金の収入が増えることで、ＮＰＯ法人としての財政基盤強化が期待できます。 

ここでは、寄附者が税額控除を受けることができる法人になる方法をご紹介します。 

 

（１）条例指定ＮＰＯ法人（市民公益税制４号指定） 

大阪府では、地域で公益的な活動を行う特定非営利活動法人を条例で指定し、当該法人に対して

寄附を行った場合に、個人府民税の所得割の税額控除を行う市民公益税制（４号条例）制度を導入

しています。 

 これにより、認定ＮＰＯ法人に加えて、条例指定されたＮＰＯ法人への寄附金についても、個人

府民税の寄附金税額控除（４％）を受けることができます。 

 条例指定を受けるには、府の指定基準を満たし、条例で指定されることが必要です。 

        

指定基準や詳しい内容については、下記ＵＲＬやＱＲコードからご確認ください。 

大阪府／「市民公益税制」４号指定制度について (osaka.lg.jp) 

 

選ぶメリット 

 ・指定要件のうち、寄附者の人数要件について、認定ＮＰＯ法人の要件を緩和 

  （年３千円以上の寄附者が認定ＮＰＯ法人100人→条例指定ＮＰＯ法人50人） 

 ・条例指定ＮＰＯ法人になることで認定ＮＰＯ法人になるためのＰＳＴ（パブリックサポート 

  テスト）を満たすことができる 

 ・大阪府の条例で指定を受けることによって法人の認知度の高まりが期待できる 

 

 

（２）認定ＮＰＯ法人 

  運営組織及び事業活動が適正であって公益の増進に資するものにつき一定の基準（パブリック 

サポートテストを含む）に適合したものとして、大阪府知事（大阪市、堺市のみに事務所がある 

場合は各市長）の認定を受けたＮＰＯ法人をいいます。 

 

 

（３）特例認定ＮＰＯ法人 

新たに設立されたもの（設立後５年以内）のうち、その運営組織及び事業活動が適正であって 

特定非営利活動の健全育成な発展の基盤を有し公益の増進に資すると見込まれるものにつき一定 

の基準（パブリックサポートテストを含む）に適合したものとして、大阪府知事（大阪市、堺市 

のみに事務所がある場合は各市長）の特例認定を受けたＮＰＯ法人をいいます。 

寄附者に対する詳しい税制上の措置については、Ｐ13をご確認ください。 

 

https://www.pref.osaka.lg.jp/danjo/shiminkouekizeisei/4goutop.html

